
102012 年 4月号11 2012 年 4月号

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険
特集

〜
国
保
会
計
の
現
状
と
税
率
改
正
〜

■
問
合
せ
　
町
民
税
務
課
　

　
　
　
　
　
℡
47

－

８
０
１
４

●
国
民
健
康
保
険
と
は
●

　

国
民
健
康
保
険
は
、
病
気
や
け
が
を
し
た
と
き
安
心
し
て

医
療
機
関
を
受
診
出
来
る
よ
う
に
、
加
入
者
が
相
互
に
援
助

し
あ
い
、
健
や
か
な
暮
ら
し
を
支
え
る
大
切
な
保
険
制
度
で
す
。

　

国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
加
入
者
に
納
め
て
い
た
だ
く
国

民
健
康
保
険
税
と
、
国
・
県
・
町
の
公
費
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

●
国
保
財
政
の
状
況
●

　

平
成
20
年
度
ま
で
の
医
療

費
は
安
定
的
に
推
移
し
て
き

ま
し
た
が
、
急
速
な
高
齢
化

の
進
行
や
医
療
技
術
の
高
度

化
に
よ
り
平
成
21
年
度
か
ら

徐
々
に
増
加
傾
向
に
あ
り
、

厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
中
、

当
町
で
は
基
金
を
取
り
崩
す

な
ど
し
て
国
保
会
計
を
運
営

し
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
近
年
の
景
気
後

退
に
よ
る
保
険
税
収
入
の
伸

び
悩
み
や
、
今
後
の
医
療
費

の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
さ
ら

に
厳
し
い
財
政
状
況
に
な
る

こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。
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国民健康保険会計基金残高の状況
（千円）

平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末 平成23年度末見込 平成24年度末見込

●
医
療
費
の
伸
び
と
保
険
税
収
入
に
つ
い
て
●

　

当
町
に
お
け
る
医
療
費
総
額
は
年
々
増
加
し
て
お
り
、
平

成
20
年
度
か
ら
平
成
22
年
度
に
つ
い
て
は
、
約
１
億
４
千
万

円
余
り
の
伸
び
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
被
保
険
者

数
の
伸
び
が
ほ
と
ん

ど
な
い
状
態
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
医
療
費

総
額
の
伸
び
が
大
き

い
の
は
、
病
院
等
を

受
診
す
る
件
数
の
増

加
や
高
額
な
医
療
に

か
か
る
方
の
増
加
な

ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

一
方
、
税
収
は
平

成
20
年
度
の
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
創
設

に
よ
る
被
保
険
者
数

の
減
少
に
よ
っ
て
収

入
額
が
減
少
し
、
そ

の
後
は
長
引
く
景
気

低
迷
に
よ
り
伸
び
悩

み
の
状
態
が
続
い
て

い
ま
す
。

保険税収入
353,960千円

保険税収入
337,704千円

保険税収入
350,50千円 保険税収入

190,690千円
保険税収入
194,706千円

保険税収入
188,949千円

医療費総額
818,342千円

医療費総額
846,707千円

医療費総額
854,857千円

医療費総額
863,669千円

医療費総額
938,398千円

医療費総額
1,005,717千円

平均被保険者数
4,452人

平均被保険者数
4,425人

平均被保険者数
2,759人

平均被保険者数
2,777人

平均被保険者数
2,721人

平均被保険者数
4,350人

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

●
１
人
当
た
り
医
療
費
と
県
平
均
●

　

当
町
の
過
去
５
年
間
の
１

人
当
た
り
医
療
費
は
、
県
平

均
よ
り
高
く
、
県
内
市
町
の

中
で
も
上
位
と
な
っ
て
い
ま

す
。

＊
特
定
健
診
を
受
け
ま
し
ょ
う

　

脳
卒
中
や
心
筋
梗
塞
な
ど

は
、
発
症
す
る
そ
の
日
ま
で

ほ
と
ん
ど
自
覚
症
状
は
あ
り

ま
せ
ん
。
自
覚
症
状
が
出
て

受
診
し
た
と
き
に
は
す
で
に

重
症
化
し
て
い
る
場
合
が
多

く
、
こ
の
場
合
の
医
療
費
は

高
額
と
な
り
、
個
人
負
担
も
大
き
く
な
り
ま
す
。
年
に
１
回

は
特
定
健
診
を
受
け
て
、
病
気
の
早
期
発
見
・
早
期
治
療
が

出
来
れ
ば
必
要
以
上
の
医
療
費
を
払
わ
ず
に
す
み
ま
す
の
で
、

皆
さ
ん
、
す
す
ん
で
特
定
健
診
を
受
け
ま
し
ょ
う
。

　

こ
の
よ
う
に
国
保
財
政
が
年
々
厳
し
さ
を
増
す
中
で
、
旧

税
率
の
ま
ま
で
は
平
成
24
年
度
に
基
金
が
底
を
つ
き
平
成
25

年
度
に
は
約
７
、０
０
０
万
円
の
財
源
不
足
が
見
込
ま
れ
る

こ
と
や
、
今
後
も
医
療
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
現
状
を
ふ

ま
え
る
と
、
国
民
健
康
保
険
事
業
を
健
全
か
つ
安
定
的
に
運

営
す
る
た
め
、
や
む
を
得
ず
平
成
24
年
度
か
ら
国
民
健
康
保

険
税
の
税
率
を
改
正
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
不
足
分
す
べ
て
を
国
民
健
康
保
険
税
の

税
収
で
賄
う
こ
と
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
の
ご
負
担
が
大
き

す
ぎ
る
こ
と
か
ら
、
税
率
の
上
昇
を
抑
え
る
形
で
の
税
率
改

正
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
今
回
の
税
率
改
正
●

　

税
率
改
正
の
内
容
は
左
の
表
の
と
お
り
で
す
。

●
自
分
で
計
算
し
て
み
ま
し
ょ
う
●

⑴�

ま
ず
加
入
者
ご
と
に
所
得
割
、
資
産
割
、
均
等
割
の
額
を

医
療
分
、
後
期
支
援
分
、
介
護
分
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
計

算
し
、
世
帯
の
分
を
合
算
し
ま
す
。

⑵ 

次
に
世
帯
で
合
算
し
た
⑴
の
合
計
額
に
、
そ
れ
ぞ
れ
平
等

割
額
を
加
算
し
、
１
０
０
円
未
満
を
切
り
捨
て
て
合
算
し

た
も
の
が
年
税
額
に
な
り
ま
す
。

1人当り医療費の推移（円）

240,000

270,000

300,000

330,000

360,000

390,000

平   成
18年度

平   成
19年度

平   成
20年度

平   成
21年度

平   成
22年度

南越前町
県平均

夫
婦
２
人（
65
歳
未
満
で
介
護
分
対
象
）

▪
夫
の
給
与
収
入　

１
６
７
万
円

（
給
与
所
得
１
０
０
万
円
）

▪
年
金
収
入　
　
　

１
０
０
万
円

（
年
金
所
得
30
万
円
）

▪
固
定
資
産
税
額　

５
万
円

所
得
割
算
定
基
準
所
得
＝（
給
与
所
得
１
０
０
万
円

＋
年
金
所
得
30
万
円
）－

33
万
円
＝
97
万
円

改　正　前
医療分 支援分 介護分

所得割 37,830円 10,670円 9,700円
資産割 10,000円 1,200円 3,750円
均等割 34,000円 10,200円 16,000円
平等割 17,000円 4,700円 5,000円

計 98,830円 26,770円 34,450円

年税額　160,000 円  （100 円未満切捨て）

改　正　後
医療分 支援分 介護分

所得割 53,350円 12,610円 11,640円
資産割 12,000円 1,300円 3,600円
均等割 50,000円 11,600円 15,000円
平等割 25,000円 5,100円 5,000円

計 140,350円 30,610円 35,240円

年税額　206,200 円  （100 円未満切捨て）

●
所
得
が
少
な
い
世
帯
へ
の
軽
減
●

《
軽
減
判
定
所
得
》

　

軽
減
を
判
定
す
る
た
め
の
所
得
と
は
、
世
帯
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者
全

員（
社
会
保
険
に
加
入
し
て
い
る
世
帯
主
を
含
む
）の「
総
所
得
金
額
」を
合
算

し
た
金
額
で
す
。

★
注
意
点

 

・ 

専
従
者
給
与
は
な
い
も
の
と
し
て
扱
い
、
専
従
者
控
除
は
行
い
ま
せ
ん
。

 

・ 

土
地
、
建
物
の
譲
渡
所
得
は
、
特
別
控
除
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

 

・ 

前
年
12
月
31
日
現
在
で
65
歳
以
上
の
方
は
、
公
的
年
金
所
得
か
ら
15
万
円
を

控
除
し
ま
す
。

※
軽
減
は
均
等
割
・
平
等
割
に
対
し
て
か
か
り
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
皆
さ
ん
に
は
、
さ
ら
な
る
ご
負
担
を
お

か
け
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

軽
減
率

要　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

件

７
割
軽
減

世
帯
主
と
そ
の
世
帯
の
被
保
険
者
の
所
得
が

33
万
円
以
下
の
世
帯

５
割
軽
減

世
帯
主
と
そ
の
世
帯
の
被
保
険
者
の
所
得
が

33
万
円
＋（
24
万
５
千
円
×
世
帯
主
を
除
く
被
保
険
者
数
）以
下
の
世
帯

２
割
軽
減

世
帯
主
と
そ
の
世
帯
の
被
保
険
者
の
所
得
が

33
万
円
＋（
35
万
円
×
被
保
険
者
数
）以
下
の
世
帯

課税の種類 課税区分 改正前 改正後 増　減

医 療 分

所得割 3.9% 5.5% ↑ 1.6％

資産割 20.0% 24.0% ↑ 4.0％

均等割 17,000 円 25,000 円 ↑ 8,000 円

平等割 17,000 円 25,000 円 ↑ 8,000 円

後期高齢者

支援金等分

所得割 1.1% 1.3% ↑ 0.2％

資産割 2.4% 2.6% ↑ 0.2％

均等割 5,100 円 5,800 円 ↑ 700 円

平等割 4,700 円 5,100 円 ↑ 400 円

介 護 分
（40歳以上
65歳未満の方）

所得割 1.0% 1.2% ↑ 0.2％

資産割 7.5% 7.2% ↓ 0.3％

均等割 8,000 円 7,500 円 ↓ 500 円

平等割 5,000 円 5,000 円 ー

所
得
割
▼（
前
年
の
所
得
金
額

－

基
礎
控
除
33
万
円
）×
税
率

資
産
割
▼
土
地
及
び
家
屋
に
か
か
る
固
定
資
産
税
額
×
税
率

均
等
割
▼
加
入
者
１
人
当
た
り

平
等
割
▼
１
世
帯
当
た
り

＊所得割額の課税所得＝前年中の所得－基礎控除（33万円） …❶ 
＊資産割額の課税額＝その年度の固定資産税額（土地・家屋分） …❷

【医療分】
　 ❶× 5.5％（所得割額）＋❷× 24.0％（資産割額）＋25,000 円（均等割額）
【後期支援分】
　❶× 1.3％（所得割額）＋❷× 2.6％（資産割額）＋5,800 円（均等割額）
【介護分】
　 ❶× 1.2％（所得割額）＋❷× 7.2％（資産割額）＋7,500 円（均等割額）
　※ 40～ 64歳の方のみ
【年税額】
　（医療分合計+25,000円）+（後期支援分合計+5,100円）+（介護分合計+5,000円）

税
額
例


